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ま　　え　　が　　き

およそ教科教育の研究は，その教科が教育課程のなかでいかなる性格領域の教育を担当するか

についての確認，すなわち教科の本性的認識と，教科内容の核を形成する根本存在についての究

明理解，すなわち教科の本質的理解の確立とを基盤として展開されねばならない。本稿は，設置

当時の時流狂潤のなかで，慎重な検討と多面的にして徹底した究明を経ないまま，倉皇のうちに

開設された中学校教育課程の必修教科技術・家庭科（男子向き）（通乱　技術科と称される・）の本

性的認識を，関係法規々定およびこの教科の学習指導要領の教科目標を中心とした公式資料にお

ける関係分析を通して，獲得しようとした一考察である。

昭和33年に中学校教育課程の必修教科「技術・家庭科」の学習指導要嶺が公布されて20年の歳

月が流れた。それは同時に，おなじく必修教科であった「職業・家庭科」のうち，「職業」科の

名称が消滅することが決定されて20年を経過したことをも意味する・そしてこの期間に，わが国

の社会はいくつかの大きな変動を経験した。とりわけ経済社会の変動－それは現代の復雑多様

な社会領域に決定的な影響作用をあたえる－としては，昭和30年代から40年代末にかけての高

度経済成長の実現，そして昭和48年幕に表面化したオイル・ショックを契機とした経済不況は昭

和53年現在にもなお継続している。この間に，バラ色の経済成長，それは実質的には「工業化」
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といわれる第2次産業部門の拡大と構造的高度化による国民所得の急速な増大であったが，それ

はまた反面に灰色の公害成長をも実現させた。そして現在，多くの構造不況業種として噛ぐ企業，

100万人を超える失業と国際収支の過大黒字を背景とする「円高」圧力のもとに，わが国の経済

は，いまもなお不況トンネルの脱出口を追い求めているのである。

いうまでもなく，本稿で最近の経済問題を検討するわけではない。しかし，技術科教育を論じ

るとき，経済の動向に関するある程度の認識を持つことは必要である。すなわち，技術科教育は

その誕生の時から経済的動向を母胎としていたからである。しかもそれは，一般論的にではなく，

直接具体的な論議のなかで当時の「マン・パワー・ポリシー」の一環を構成していたからである。

これについては別に精しくみることにしたい。

上に指摘した20年の経過は，また技術科教育の本来的な性格の模索過程でもあった。特定教科

が教育課程に占める教育的役割の特徴，これをその教科の本性と表現すれば，技術科教育の本性

をどのように認識すべきかという課題は，いくたの見解や研究にもかかわらず，依然として定立

されてはいない。とりわけ，技術科教育の「教養教育」性と「職業ないし産業教育」性との両棲

類的な実態がこの種の研究や提言に必要以上の混乱をもたらしているように考えられる。そこで

本稿では関係法規の関連条項等をベースとして技術科教育の本性的認識の客観的基盤を確保して

みようとおもう。

この作業は，もちろん自明のことを明示するたぐいのものではある。だが，昭和52年7月，文

部省・宇都宮大学教育学部主催の技術科教育に関する教員養成大学・学部教官研究集会の第5分

科会における筆者の発表1）について，参加者からの討議に発展性がなく，ほとんど無反応に終始

したことを想起して，事態を黙過すべきでないと考え，あえて活字にするものである。そして本

稿に対する批判への便宜を考慮して，冗長を恐れつつも関係条文等を本文中に引用した。

1．学校教育法，同施行規則による本性的認識

中学校教育課程を構成する各教科教育のなかで，技術科教育がどのような本性をもつ教科教育

であるのかという課題を解明するために，まずこの課題に対して基本的限定力をもつ学校教育法

および同施行規則に示めされている関係条項と技術科教育との関係を考察することにする。その

際，中学校教育課程は小学校教育課程の上に展開されるものであるから，必要なかぎりこの両課

程に関連する条項も併せて考察の対象としなければならない。

さて，中学校の教育目的は次のとおり規定されている。

「第35条　中学校は，小学校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて，中等普通教育を施すことを

目的とする2）・」（学校教育法，以下「学教法」と略記する・）

ここにいう「普通教育」は，教育をうけるすべての者に共通な，一般的・基礎的教育を意味し

て，専門教育や職業教育と称される教育と対象させられる教育である3）。従って「中等普通教育」

は小学校教育の段階の上に累加される程度における普通教育だということになる。ところで小学

校の教育目的は次のように規定されている。

「第17条　小学校は，心身の発達に応じて，初等普通教育を施すことを目的とする・」（学教法）

小学校および中学校の目的についての法規定は，その前提として教育基本法，さらにその基底

には日本国憲法の教育に関する条項が存在することは改めて指摘するまでもない。
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学校教育法では，上記の「目的」につづいて，教育の目標を規定している。すなわち，中学校

の教育目標は，

「第36粂　中学校における教育については，前条の目的を実現するために，次の各号に掲げる目標の達成に

努めなければならない。

1小学校における教育の目標をなお充分に達成して，国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこ
と。

2　社会に必要な職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路

を選択する能力を養うこと。

3　学校内外における社会的活動を促進し，その感情を正しく導き，公正な判断力を養うこと・」（学教法）

これに関連する小学校の教育の目標は

「第18条　小学校における教育については，前条の目的を実現するために，次の各号に掲げる目標の達成に

努めなければならない・

1学校内外の社会生活の経験に基き，人間相互の関係について，正しい理解と協同，自主及び自律の精

神を養うこと。

2　郷土及び国家の現状と伝統について，正しい理解に導き，進んで国際協調の精神を養うこと。

3　日常生活に必要な衣，食，住，産業等について，基礎的な理解と技能を養うこと・

4　日常生活に必要な国語を，正しく理解し，使用する能力を養うこと・

5　日常生活に必要な数量的な関係を，正しく理解し，処理する能力を養うこと・

6　日常生活における自然現象を科学的に観察し，処理する能力を養うこと。

7　健康，安全で幸福な生活のために必要な習慣を養い，心身の調和的発達を図ること。

8　生活を明るく豊かにする音楽，美術，文芸等について，基礎的な理解と技能を養うこと・」（学教法）

と規定している。そして小学校教育課程を構成する教科教育と教科外教育は同条にもとづいて設

定されるが4），教科については同法第20条によって監督庁（文部大臣）が定めることになっている・

これについては学校教育法施行規則第24条によって「各教科」が「道徳」，「特別教育活動」，「学

校行事」等とともに規定され，授業時数については同規則第24条の2および別表第1によって明

示されている。

ところで小学校の教育課程に開設される「各教科」は，上に示した学校教育法第18条の各号に

対応する関係をもっている。すなわち，2号一社会，3号一家庭；社会，4号一国語，5号一算

数，6号一理科，7号一体育，8号一音楽；図画工作（と一部国語）という対応関係を認定する

ことができる・もちろん，これらの関係は小学校課程では各教科内容が他教科の内容と完全に分

離されたもの，いわゆる閉鎖性を強固にもっているわけではなく，ある程度の教科融合性をそな

えているから，この対応関係は第18条の当該目標を「主として展開する教科」とみなすことが正

しいであろう。しかしともかく小学校課程では教育目標達成のための教科として前記8教科が設

置されているわけである。

これに対して中学校の教育目標と教科の対応関係はどうであろうか。学校教育法施行規則では

その教育課程の編成について次のように規定している。

「第53条　中学校の教育課程は，必修教科，選択教科，道徳及び特別活動によって編成するものとする。

⑧　必修教科は，国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育及び技術・家庭の各教科とし，選択教

科は，外国語，農業，工業，商業，水産及び家庭の各教科並びに第54条の2に規定する中学校学習指導
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要領で定めるその他特に必要な教材の教科とする。

③　前項の選択教科は，土地の状況並びに生徒の進路及び特性を考慮して設けるものとする。

第54条　中学校の各学年における必修教科，道徳及び特別活動のそれぞれの授業時数（略）各学年におけ

る選択教科等にあてる授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第2に定める授業時数を

標準とする・」（学教法施行規則）

上の②項については昭和52年7月23日付省令第30号によって職業教科は削除され20年来，継子

のようにいびり抜かれたこの教科は，ここに課程から完全に抹殺されることになった・

さて，中学校課程に設置される教科のうち，学校教育法第36条第1号における「小学校におけ

る教育の目標をなお充分に達成して，」の文言を教科として具体的に展開するものは，小学校課

程に設置される教科と同領域のものと解釈するのが条理であろう。とすれば小学校課程の教科と

中学校課程の教科の対応は次のように把えることができる。

国語一国語，社会一社会，算数一数学，理科一理科，音楽一音楽，図画工作一美術，家庭一

家庭（技術・家庭のうち女子向き），体育一保健体育

このような両教育課程の教科対応では「技術」（技術・家庭のうちの男子向き，通常，技術科と称さ

れる領域をさす・以下同意味で使用する・）の対応関係を見出すことができない。その教科内容の一部

には，開設当初，図画工作のうち「木材加工，金属加工」に関する領域を移行する措置がとられ5）

たから，技術科の領域構成からみて，小学校課程の図画工作との対応関係が皆無とはいえないが，

対応性はきわめて少い。しかも芸術性に重点を置く図画工作と科学性，技術性に焦点を置く技術

科とは教科本性に根本的な相違があるといわねばならない・かくて，まず短絡的に，学校教育法

第36条第2項に示されている中学校課程の教育目標は，第1項とは異って中学校課程として新た

に付加された教育目標であるがゆえに，中学校課程に新たに設置された教科において，具体的に

展開されるべきものであり，したがって技術科こそこの目標を主として展開する教科だと判断す

べきであると考えるのである。これについてはさらに後に触れたい。

すでに上に示したように，学校教育法第36条第2項の規定は，中学校課程がわが国の学校教育

における義務教育の最終課程であることによって，すなわちこの教育課程を修了した生徒が，学

校教育との決別をふくめて，将来の進路選択能力の育成を必要とするという教育制度上の特質に

もとづいたものである。通俗的にいえば，中学校を卒業すると同時に就職したり，家庭に戻った

り，ないし進学したりする進路選択に直面する生徒のために，中学校教育の課程的特質に依拠し

た規定だ。これに対し中学校課程の修了を契機に職業につくことも容認する教育制度において，

その課程に職業につくに必要な準備教育のための教科を設置することは教育理念としての正論で

ある。けれどもいわゆる就職準備教育は社会的必要性と同時に，被教育者の個人的必要性にも対

応する。したがって，被教育者側面の必要性が稀薄な場合，就職準備教育のための教科を設置す

る必然性は消滅する可能性がある。93％に上る中学校課程修了者の高等学校課程への進学率が定

着する情勢のもとで，中学校課程における職業に関する選択教科が，全国的に不設置の状況6）を

呈するにいたったことはこの関係をものがたっている。

しかしながら問題は，就職準備教育ではない職業に関する教育が中学校課程の教育に必要か否

かということである。これについては第2次大戦後に確立されたわが国の教育制度と新たに設定

された中学校教育に包含されている教育理念および関係教科たる職業科と技術科との教科史的分
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折との関連のもとに項を改めて述べることにし，本項では技術科教育が国民的一般教育（義務教

育課程の普通教育をこのように表現する・）としての職業教育性を持つべきことの必然性を学校教育

法と同施行規則の規定性からみたのである。

2．産業教育振興法，同施行令による本性的認識

技術科は産業教育振興法の対象教科である。したがって同法および同施行令との関係から技術

科の本性を検討することは必要である。特定教科に対する財政的な補助や負担は，その教科の教

育特性について教育行政上の重要性が認められていることを示すものであり，そのことは逆に当

該教科の特性を教育行政としてどのように認定しているかを明示する有力な指標となるわけであ

る。ちなみに同法にもとづく国庫支出の状況をみれば次表のとおりである・

産業教育振興法は，昭和26年6月11日付，法律第228号として制定された。わが国の職業教育

は明治期いらい実業教育として近代学校教育の枠の中で展開され，明治27年（1894年）6月には

ようやく実業教育費国庫補助法が制定されて大きく前進した7）。ところが同法は，第2次大戦後，

悪性インフレーションにゆらぐわが国経済の建直しのために強行されたシャウプ勧告の実施によ

って補助金支出は廃止され，有名無実となった・けれども戦後復興にかかわる職業教育振興の必

要性によって，関係教育諸団体は国庫補助の復活を強力に要望し，ここに再度職業教育振興のた

めの国庫補助が実現されることになった。その実施のための根拠法が産業教育振興法である。同

法は制定当初は「財政的援助」と性格付けされていたが，公布の翌年，昭和27年8月8日付，法

律第304号による改正のなかで「国の負担及び補助」として産業教育の振興に対する行政々策の

姿勢を明確化したのである。なお，実業教育費国庫補助法は産業教育振興法の公布と同時にその

57年の命脈を絶ったわけである・また産業教育振興法は，その精神については実業教育費国庫補

助法を継承したものであるが，国庫による財政的援助の考え方についてはアメリカにおける職業

教育に対する連続的な連邦財政からの補助金支出を規定したスミス・ヒューズ法（Smith－Hughes

Act ofl917）とその支出対象と金額の拡大について改正されたジョージ・ディーン法（George

DeenActof1936），ジョージ・バーデン法（GeorgeBardenActof1946）などに依拠するところ

が大きいといわれる8）。

産業教育振興法が職業教育の発展を図るための国庫補助を実施する教育行政施策の根拠法であ

ることは，うえにみたところからも明らかであるが，これについてさらに適確な理解を得るため

に若干規定内容をみることにしたい・

本法は，第1章総則，第2章産業教育審議会，第3章国の負担及び補助の3章20か条と附則と

から構成されている。このうち，技術科の教科本性にかかわると考えられる条項について考察す

ることにする。

同法の目的は次のように規定される。

「第1条　この法律は，産業教育がわが国の産業経済の発展及び国民生活の向上の基礎であることにかんが

み，教育基本法（昭和22年法律第25号）の精神にのっとり，産業教育を通じて，勤労に対する正しい信念を

確立し，産業技術を習得させるとともに工夫創造の能力を養い，もって経済自立に貢献する有為な国民を育

成するため，産業教育の振興を図ることを目的とする。」（産業教育振興法，以下「産振法」と略記する・）

そしてこの条項にいう「産業教育」については次のように限定している。
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】

37 3 8

高 等 学 校 産 業 教 育設 備 整 備 費 等 補 助 金 7 3 2，16 2 8 0 9 ，6 7 1
！5 7 8，8 6 4 l
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l

5 3 8，4 12 4 3 2，2 6 8 2 4 2，9 1 0．2 7 0，7 2 4 3 0 9，3 5 2 5 7 9，8 7 7 9 3 3，2 9 0 1，6 0 1，2 0 4

中 学 校 産 業 教 育 設 備 整 備 費 補 助金 l Ll
l

2 9 1，0 0 0 6 0 6，6 0 0 5 8 6，0 5 0 2 1 5，7 8 5

高 等 学 校 産 業 教 育施 設 整 備 費 補 助金 ！2 1 9，7 0 2；1 4 7，2 0 9 1 3 5，7 0 6 ；2 3 1，8 5 0 3 6 7，1 4 4 3 9 8，3 2 6 3 9 6，9 7 6 6 34，4 8 4 1，11 8，3 9 4 1，9 3 6，2 7 5

中 学 校 産 業 教 育 研 究 指 定 校 補 助金 20，7 0 0 ・ 6 9，0 0 0・： 5 0，1 0 0： 5 0，00 0 2 5，0 0 0 il
i 6 0，0 0 0
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産 業 教 育 内 地 留 学 生 補 助 金 6，7 0 1 8，8 0 7 1
l
l 4・3 0 7 l

l 「
j

l

ー ； l ー i
l

高 等 学 校 産 業 教 育 研 究 指 定 校 補 助金 4，6 0 0 9，2 0 0： l

l
l － ！

l
短 期 大 学 産 業 教 育 設 備 費 補 助 金 3，5 0 0 ］ l

l
l

十

産 業 教 育 教 科 書 発 行 費 補 助 金 ミ l

l

－
l
l

し

（国 立大 学 産 業 教 育 設 備 費 ） 〔2 5，0 0 0〕 ‾．・．・．・．・・．i［
［　　 ‾ ［ 1 ー ；
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（総 理 府所 管 一 括 計 上 分 ） ll

沖 縄 教 育振 興 事 業 費 】
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l
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［
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［
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［
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中 学 校 産 業 教 育 設 備 整 備 費 補助 金 ；2 2 5，8 4 5 2 0 7，0 0 0 2 4 0，0 0 0 2 3 1，0 0 0 2 3 2，8 0 0 i 2 2 5，6 0 0 2 3 2，8 0 0 2 3 2，8 00 1 5 1，2 3 7 15 8，7 9 9 l1 6 6，7 3 9 j
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l

…2，1 8 9，2 18 2，3 08，3 5 6 I
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l
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中 学 校 産 業 教 育 研 究 指 定 校 補 助 金 l
l l

1 1 十 4 9 5，7 50

産 業 教 育 内 地 留 学 生 補 助 金 1
】 l 1 9，8 1 5

高 等 学 校 産 業 教 育 研 究 指定 校 補 助 金 l
l 1 3，80 0

短 期 大 学 産 業 教 育 設 備 費 補 助 金 Jl
I

l
l】
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産 業 教 育 教 科 書 発 行 費 補 助 金
l

［
［

l
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（国立 大 学 産 業 教 育 設 備 費 ） l l r －
〔2 5，0 0 0〕
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】

ー 6，7 9 7

l

匪 57 3，7 3 8 7，4 7 6，8 8 1 8 ，7 1 1，4 9 6 9，7 8 6，5 4 3 8 4，3 8 2，3 4 3

（総理 府 所 管 一 括 計 上 分 ） 】

】

［

［ 1

［L
r
l

沖 縄教 育振 興 事 業 費
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l
l

3 6 9 ，2 0 0≧ 5 0 9，4 1 8 6 1 9，3 5 6［1，4 9 7，9 7 4

（注）文部省，産業教育九十年史，昭和49年，PP．694～7，（抄）



119岡田：関係法規等を素材とする技術科教育の本性的認識

°　°

「第2条この法律で「産業教育」とは，中学校（盲学校，ろう学校及び養護学校の中学部を含む。以下同
°　°

じ・），高等学校（盲学校，ろう学校及び養護学校の高等部を含む。以下同じ・）又は大学が，生徒又は学生

等に対して，農業，工業，商業，水産業その他の産業に従事するために必要な知識，技能及び態度を習得さ

せる目的をもって行う教育（家庭科教育を含む・）をいう・」（産振法）

この第2条の「産業教育」の定義から，それは「職業教育」と称されるものと同義であること

が理解されるし，しかもこの「職業教育」のなかには，就職準備教育としてのそれにとどまらず，

より基本的，より一般的な職業に関する基礎的教育，普通教育としての職業教育も包含されると

解釈できる。このことについてさらに補足すれば，戦中戦後の荒廃によって不振におちいってい

た職業教育の実状を憂慮した教育刷新審議会は，昭和24年6月10日の第1回総会で「職業教育の

振興方策」を採択し，翌11日に同審議会建議「職業教育振興方策について」を提出している9）。

その内容を要約すれば次のようである・国民にとって職業教育が重要なことはいうまでもないが，

当時として新日本建設のためにその振興は急務である。しかるに新教育制度のもとでは職業教育

軽視の風潮すら生じており，中学校の職業科の教育は混乱し，高等学校では普通科教育に偏して

職業教育は衰微の傾向を示している。定時制高校や技能者養成制度も一般に利用されず，職業教

育も不振である。また被災校，新設校の実習実験施設々備も不完全だし，とりわけ職業学科担任

教員と実業高校普通科担任教員の能力不足と意気阻喪は重大な問題であって，急拠再教育の必要

がある。そこで職業教育振興のために積極的な方策を講ずることを要望するとして，中学校の職

業科の意義の確立と職業指導の徹底化，高校における職業教育の充実，定時制高校における職業

教育の拡充と技能者養成所との提携の促進，企業又は産業団体の職業教育に対する学校側の積極

的協力，高校及び中学校の職業科教員の養成と確保に関する文部省の根本計画の樹立，職業教育

振興のための国庫補助の強化と必要な立法予算措置の，全部で7項目にわたる要望を投出したの

であった10）。これが産業教育振興法制定の基盤となったわけであるが，とくに中学校の職業科教

育については要望項目のなかで明確な方向づけをおこなっている・すなわち，

「1．新制中学に於ける職業科の教育は，その普通教育機関たるの使命に鑑み，職業生活に関する理解と，

勤労愛好の精神とを養うことに主眼を置き，専ら職業人たる根幹を培うことに努めること。上級学校に於け

る生徒並びに父兄の，普通教育偏重の傾向に鑑み，特に新制中学に於いて，職業指導の徹底を期すること11）。」

としている・このことからも中学校における選択教科としての職業科はもちろん，必修教科の職

業科の教育も「産業教育」に包含されているとの解釈は妥当性をもつということができる。

ところでこの産業教育の振興のための国庫補助はどのように規定されるであろうか。これにつ

いてはいわゆる産振法施設々傭基準を実現するに要する経費の負担および短期大学，高等学校，

中学校に対する設置者推薦にかかる研究指定校補助金支出がそれである。中学校に関する当該規

定をみれば次のようである。

「第15条　国は，公立学校の設置者が左の各号に掲げる施設又は設備で理科教育及び産業教育審議会の議を

経て政令で定める基準に達していないものについてこれを当該基準にまで高めようとする場合においては，

これに要する経費の全部又は一部を負担する・

①　略

⑧　中学校又は高等学校が産業教育のため共同して使用する実験実習の施設又は設備

⑧　中学校における産業教育のための実験実習及び職業指導のための施設又は設備
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（り　略

2　前項に規定するもののはか，国は，公立学校に関する左の各号に掲げる経費の全部又は一部を負担する。

①　略

⑧　地方の産業教育及びこれらに関する研究の中心施設として文部大臣が都道府県の教育委員会の推薦に

基いて指定する中学校又は高等学校が当該教育又は研究を行うために必要な実験実習の施設又は設備に

要する経費及び当該研究を行うために必要なその他の経費

⑨　略

④　略」（産振法）

本条による国の負担及び補助に関する具体的な規定としては，産業教育振興法施行令（昭和27

年9月6日付，政令第405号）にある。中学校関係についてみれば，

「第8条の2　法第15条又は法第16条の規定により国が負担すべき割合は，次の各号に掲げる経費について，

それぞれ，当該各号に定める割合とする。

①　略

⑧　略

③　法第15条第2項第2号の中学校の設備に要する経費　二分の一

④～⑨　略

2　前項各号に掲げる経費の算定の基準は，この政令（この政令に基く文部省令を含む。）で定めるものの

外，文部大臣が大蔵大臣と協議して定める・」（産振法施行令）

これらの規定によって国庫補助がおこなわれるわけであり，その実施状況については前掲表の通

りである。ただ注目すべきは，中学校職業科関係の施設々備に対する補助支出として「中学校産

業教育研究指定校補助金」が昭和27年度から昭和34年度まで総額約5億円が計上されたのに対し

て，「中学校産業教育設備費補助金」は昭和35年度から昭和40年度に至る6年間にその4倍強に

あたる21億円以上が計上されたことである。いうまでもなく中学校における職業・家庭科の技術・

家庭科への改編，実質的には職業科が技術科に改編されたことにともなう設備充実のための補助

金支出がこれである・いわゆる第1次，第2次「緊急充実計画」によるものである・

中学校課程における技術科は，それが産業教育振興法の対象教科として教育行政上の取扱いを

うけているということから，それが職業教育ないし産業教育の枠内に配置されていることを示し

ている。したがって技術科教育の本性としては，その基本的要因として職業教育性を不可欠とす

るといいうる。もしこの教科に職業教育性を包含さすことが教科本性として誤謬であるとするな

ら，別の表現をとるとすれば，この教科が純然たる古典的教養教育の枠内に配置され，職業教育

とは絶縁された教科でなければならないと認定するならば，それは本法第1条，第2条の規定に

抵触するわけであり，同第17条によって負担金返還の対象となるであろう・

なお，本法第3条の2に示されている規定と教員養成大学々部における技術科ないし農業科担

当教員養成の施設である附属農場の運営に関連して，当該年度予算が当年度収益額の70％に抑え

られる仕組みについて疑問を持たざるを得ない。当該条文は次のようである。

「第3条の2　国又は地方公共団体は，その設置する学校が行う産業教育に関する実験実習によって収益が

生じたときは，これを当該実験実習に必要な経費に増額して充てるように努めなければならない・」（産振法）

すでに示したように，本法が産業教育の振興を目的とした教育行政の実施，施策の法的根拠を

提供するものであり，かつ同法第3条では「国が産業教育の振興を図るように努める」ことを規
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定するとともに，地方公共団体が産業教育振興のためにとるべき5項目の方法を掲げて，国がこ

れを奨励すべきことも規定している。その第4項は，

「第3条（第1～3項，第5項　略）

4　産業教育に従事する教員又は指導者の現職教育又は養成の計画を樹立し，及びその実施を図ること・」

（産振法）

となっている。地方公共団体がとるべき振興のための方法として明示している内容は，行政論理

の上からも上位行政体たる国においても当然に容認している事項であると解釈される・とすれば，

産業教育に従事する教員の現職教育又は養成ということは適用事項であるから，中学校技術科あ

るいは職業科の担当教員養成を目的とした教員養成大学・学部の当該学科目に関係のある農場収

益は，少くとも年度収益総額はそのまま農場必要経費に充当されるべきであり，現在おこなわれ

ている「農場予算方式」（これはすでにふれたような実状から，30％の冥加金運上方式ともいうべき方式だ

が，）の実態についてわれわれは強い疑惑をいだくものである。

3．文部省設置法，文部省組織令による本性的認識

中学校技術科教育に関する教育行政上の必要業務は，文部省初等中等教育局職業教育課が所掌

している。技術・家庭科学習指導要領の編修や改訂に関する事務が同課で所掌されているという

ことは，技術科教育の性格を考究するうえで一つの有力な判断資料となるであろう・

教育，学術，文化の振興と普及を任務とし，これらの事項と宗教とに関する行政事務を遂行す

る行政機関が文部省であり，国家行政組織法（昭和23年7月10日付，法律第120号）第3粂第2項に

もとづいて設置されている。そしてその所掌事務の範囲と権限の確定および組織を定めた法律が

文部省設置法である。前述の初等中等教育局はその第6条によって設置され，その所掌事務は第

8条に規定されている。そして中学校の技術科教育に関係のある規定のうち主要なものを示せば

次のようである。

「第8条　初等中等教育局においては，次の事務をつかさどる。ただし，体育局の所掌に属するものを除く。

1～4　略

5　初等教育，中等教育及び特殊教育（以下「初等中等教育」という。）の振興に関し，企画し，及び援助

と助言を与えること。

6　初等中等教育のための補助に関すること。

7　初等中等教育の基準の設定に関すること。

8　学校における産業教育の振興のための事務について連絡調整すること。

9，9の2　略

10　初等中等教育における職業指導に関し，援助と助言を与えること・

11，12　略

13　次のような方法によって，学校管理，教育課程，学習指導法，生徒指導その他初等中等教育のあらゆる

面について，教育職員その他の関係者に対し，専門的，技術的な指導と助言を与えること。

イ　手引書，指導書その他の専門的出版物を作成し，及び利用に供すること。

ロ　初等中等教育に関係のある教育職員のための研究集会，講習会その他の催しを主催し，又はこれに参

加すること。

13の2～4　略
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14，15　略」（文部省設置法）

なお，同法における「中等教育」の解釈は，第2条によって，「中学校及び高等学校における

教育（職業教育を含む。）をいう・」と規定されている。

文部省組織令（昭和27年8月30日付，政令第387号）は同法の具体的な組織に関する実現規程とし

て公告された。同令によって初等中等教育局には，財務，地方等9課が置かれている（同令第5条）・

中学校教育に直接関係する事務は中学校教育課が所掌する。これについては次のように規定され

ている。

「第9条　中学校教育課においては，次の事務をつかさどる。

1　中学校における教育に関し，次に掲げる事務（初等教育課，職業教育課，特殊教育課，体育課，学校保

健課及び学校給食課の所掌に属するものを除く・）を行うこと。

イ　学校管理に関し，指導と助言を与えること・

ロ　教育課程，編制その他の教育に関する基準を設定し，及びこれらの実施に関し，指導と助言を与える

こと。

ハ　生徒指導に関し，指導と助言を与えること・

ニ　学習指導要債の編修及び改訂に関すること。

ホ　教科用図書の改訂に関すること。

へ　教材に関する資料の作成及び提供に関すること。

ト　手引書，指導書，パンフレット等の作成及び提供に関すること。

チ　研究集会，講習会その他の催しの主催又はこれへの参加に関すること。

リ　教育職員の現職教育に関し，援助と助言を与えること。

ヌ　実験学校及び調査指定校に関すること・

2′〉5　略

6　理科教育振興法に関する事務（財務課及び教職員養成課の所掌に属するものを除く・）を処理すること。

7　理科教育及び産業教育審議会及び中学校教育課程分科審議会に関すること。ただし，産業教育分科会に

関することを除く・」（文部省組織令）

このような中学校教育課の所掌事項に対して，職業教育課の所掌は次のようである。

「第10条　職業教育課においては，次の事務をつかさどる・

1　中学校及び高等学校における職業教育（特殊教育課の所掌に属するものを除く・）に関し，次に掲げる

事務を行うこと。

イ　教育課，編制，設備　その他の教育に関する基準を，中等教育に関する一般的基準の範囲内で，及び

これらの実施に関し，指導と助言を与えること。

ロ　学習指導要領の編修及び改訂に関すること。

ハ　教科用図書の編修及び改訂に関すること。

ニ　教材に関する資料の作成及び提供に関すること。

ホ　手引書，指導書，パンフレット等の作成及び提供に関すること。

へ　研究集会，講習会その他の催しの主催又はこれらへの参加に関すること・

ト　教育職員の現％教育に関し，援助と助言を与えること。

4　研究指定校に関すること。

2　略

3　学校における産業教育の振興のための事務について連絡調整すること。
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4　産業教育振興法（昭和26年法律第228号）に関する事務（技術教育課及び助成課の所掌に属するものを
除く・）を処理すること。

5　中等教育における職業指導に関し，援助と助言を与えること。

6　中学校及び高等学校の生徒の職業選択及び就職に関し，指導と助言を与えること。

7　学校植林，学校農場の経営等中等教育における生産的事業に開し，指導と助言を与えること。

8　中学校卒業程度を入学資格とする各種学校の教育に開し，援助と助言を与えること。

9　産業教育分科会に関すること・」（文部省組織令）

さきの中学校教育課と，本稿には掲げなかったが，高等学校教育課とによって，中等教育に関

する所掌事務が処理されるが，ただ職業教育に関する事務はこれら両課から除かれて，もっぱら

職業教育課の所掌となっていることが理解できる。このような事務所掌の姿態は，職業教育課の

所掌に係る事項はすべて職業教育に関する事項としての特性をもつものと解釈できるわけである・

したがって中学校技術科教育に関する教育行政事務が同課の所掌となっていることは，技術科教

育については少くとも職業教育としての教育的性格を，文部行政サイドとして認定していること

を内外に明示していると理解しなければならない・じじつ技術科教育に関する教科調査官も職業

教育課所属の教科調査官である。

4．技術・家虐科学習指導要領による本性的認識

技術・家庭科が中学校課程の必修教科として設置されたのは昭和37年度においてであった。そ

してその実施を決定する中学校学習指導要領の改訂版は昭和33年10月1日付で告示された。この

改訂の基本方針は「科学技術教育を振興すること」をその一つとしていた。

昭和33年の中学校学習指導要領の改訂は，その前年9月の文部大臣諮問「小学校・中学校の教

育課程について」（昭和33年3月15日付）に対する教育課程審議会答申「小学校・中学校教育課程の

改善について」にもとづいておこなわれた。そこで技術・家庭科学習指導要領による技術科教育

の本性的認識を明確なものにするためには，まずこの答申をながめることが必要である・

同答申は，「基本方針」として次のような内容を表示している。すなわち，最近の文化・科学・

産業などの急速な進展に即応して国民生活の向上を図り，わが国の国際社会での新しい地歩を確

保するためには，国民の教育水準の一層の向上が必要である。そのためには小学校，中学校でそ

れぞれ教育目標の達成に一層の努力をはらうとともに，「特に，道徳教育の徹底，基礎学力の充

実および科学技術教育の向上を図ることを主眼とし，さらに必要のあるものに対しては職業また

は家庭に関する教育を強化することを考慮して」教育課程を改訂する必要があるとし，改訂の方

針として6項目を提示した。科学技術教育の向上については第3項目で次のようにのべている。

「（3）科学技術教育の向上については，小学校・中学校を通じて，算数科，数学科　理科およびその他の関

係教科の内容を充実し，特に，中学校においては，数学科および理科の指導時間数を増加し，かつ，按術革

を班坦⊆設牲壬，科学技術に関する指導を強化すること・12リ（下線は引用者が付加した・）

そして「中学校教育課程の改訂方針」の各必修教科についての改訂方針のうちで，「技術科」

については，

「田　技術科

①　現行の職業・家庭科（必修）を旦堕，麹を図画工作科において取り扱われてきた生産的技術に関

する部分と合わせて技術科を編成すること・
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⑧　内容に2系列を設け，男子向には玉均凸琴を中心とする系列，女子向きには家庭科的内容を中心と

する系列を学習させること。

⑧　理科との関連において内容を精選し，系統的学習ができるようにすること。

④　技術科教育の効果を高めるため，教員養成と現職教育の強化徹底を図り，施設・設備の整備に努め

る必要があること13）。」（下線は引用者が付加した・）

このような答申内容に即応する形式によって，必修教科の「職業」の名称は消えた・そして答

申に忠実な教科の改訂がおこなわれるならば，「新たに設け」られる教科の名称は「技術」とな

るべきであるに拘らず，この教科の学習指導要領改訂案の印刷段階で唐突に「技術・家庭」の名

称が，関係委員会の承諾もとりつけないままに，決定されたことは有名な裏話である・

それはともかくとして，上の答申の引用中の下線付加部分について，若干の疑問を提起したい・

答申における基本方針（3）の下線部分では，この改訂によって技術科という新設教科を開設する・

それは科学技術教育の向上を図るために，科学技術に関する指導を強化するための教科と意味づ

けられる。このような意味をもつ「新たに設け」る教科を，後出の研①では「現行の職業・家庭科

（必修）を改め，これと」画図工作科の生産技術的領域とを合体せしめて編成する措置をとるこ

とにしている。この論旨は，職業・家庭科を「廃止」するのではなく，その教科領域内容を改編

して「技術」科を開設することを示している・その際，債域内容の改編は研①に指示されている

「工的内容」を中心とする改編であるということにならざるをえない。このことは，技術・家庭

科学習指導要領に，まさにその通りの教科領域構成が盛り込まれている。

そこで問題となることは，既にみた学校教育法第36条第2項との関係である。答申では技術科

を科学技術教育の向上のために開設するとあるが，この新設教科がそれのみを目的とした教科で

あれば，この教科の目標は同法第18条の内容との関係からみて，同法第36条第1項に吸収される

わけである・とすれば，同条第2項をうける教科はもっぱら選択教科の職業関係数科しかないと

いうことになる・答申では選択教科については次のように改訂すると示している。

「（2）選択教科

の　農業科，工業科，商業科　水産科および家庭科

①　現行の選択教科としての職業・家庭科を改めて，農業科・商業科・水産科・家庭科とし，必要に

応じて，そのうち1以上を履習させるようにすること。

職業生活または家庭生活への準備的な教養について，その基礎的なものを身につけさせるように

すること。

⑧　第3学年においては，生徒の進路に応じ，必要とする者のために現行よりもさらに多くの時間数

を充当できるようにすること。（以下略）14）」

この提示は，選択教科の職業・家庭科を履習者の進路と必要に応じて，職業生活や家庭生活へ

の準備のためにその特定教科を選択履習できるように分割することを示したものである・かかる

選択履習は，生徒の一部がおこなうわけであるから，選択教科に職業関係教科が設置されている

ことをもって，同法第36条第2項の教育目標が達成されるとはいえない。

かりに同法第18条や第36条などに規定されている「教育の目標」は，いわば努力目標であって，

学習指導要債の基準性が一層強い規定力をもつと解釈するのであれば，それは教育行政権が教育

内容を限定することになり，教育基本法第10条に抵触することになる15）。
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このような考察から前記の答申を，学校教育法第36条第2項への忠実性のもとに解釈するなら

ば，新設を明示した技術科は職業・家庭科の教科内容の改編によって開設される教科であって，

教科がもつ性格は依然として職業・家庭科と同一のものであり，いわば中学校教育課程の普通教

育としての職業教育たる本性をもつ教科だということになる。「科学技術教育の向上」と「普通

教育としての職業教育」とが相矛盾することはない。なぜなら前者は教科の内容と学習指導にか

かわる事柄であり，後者は教科の教育的性格にかかわる事柄であるから，後者に前者を結合さす

ことに支障はない。このような解釈によれば答申における技術科の新設は，職業・家庭科の教科

内容の改編，とりわけ男子向き領域の工的内容を中心とする改編を実質とするものだということ

ができる。そして工的内容を中心とする改編の方策は，本答申では限定していないから，教育行

政上の裁量と志向によって確定されるわけである。

このような分析に立って，本答申をみれば，技術科の新設と職業・家庭科の改編について，学

校教育法第36条第2項との関係に問題性の生起しないような配慮がなされているように推測しう

る。そこに教育課程審議会の良心を見るように感じられるのである・このことは教科内容の改編

について，昭和32年の中央教育審議会答申「科学技術教育の振興方策について」に，「工業技術

を中心として」科学技術教育を振興すべきことが明記してあることを継承して，「工的内容に限

定」とはせずに，「工的内容を中心とする系列」という表現をとったことについてもいえるであ

ろう。

ただしこのような解釈は私見であって，客観的にいえば，技術科に「普通教育としての職業教

育」性を存続さすべきか否かの判定を不明確な状態に放置する答申といわねばならない。この点

については本答申にもとづいて改訂された技術・家庭科学習指導要領によって一層拡大再生産さ

れることになる。次にそのことを指摘したい。

技術・家庭科に関する学習指導要領は，全般的な中学校学習指導要領の改訂のなかで，昭和33

年，昭和44年，昭和52年の三度の改訂がおこなわれた。昭和52年度の改訂は，昭和53年度から移

行措置に入り，昭和56年度から実施されるわけである・ここで技術科の教科の本性をさぐるため

に主としてとりあげるのは，昭和33年10月1日付（文部省告示第81号）の中学校学習指導要領にお

ける第2章第8節技術・家庭の部分とこれに関係する解説書（文部省，中学校技術・家庭指導書，昭

和34年11月）であり，他は必要な場合について触れることにしたい・

前記の教育課程審議会の答申をうけて，中学校必修教科職業・家庭科は技術・家庭科に置きか

えられた・実質的には職業科が技術科に改編された。この改編を具体化したものが昭和33年の上

記学習指導要領である・それは工業化社会による高度経済成長の黎明期に，業界の要望に応え，

時代を先き取りした科学技術教育の定礎と期待された技術科教育の誕生の祝辞である反面に，戦

後の民主的教育制度の一つの象徴的教科であり，わが国の職業教育史上に特筆すべき改革16）とも

目された必修教科職業科の葬送の辞であった。

この学習指導要髄には，技術・家庭科の目標を次のように示している・

「第1　目標

1生活に必要な基礎的技術を習得させ，創造し生産する喜びを味わわせ，近代技術に関する理解を与

え，生活に処する基本的態度を養う。

2　設計・製作などの学習経験を通して，表現・創造の能力を養い，ものごとを合理的に処理する態度
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を養う・

3　製作・操作などの学習経験を通して，技術と生活との密接な関連を理解させ，生活の向上と技術の

発展に努める態度を養う。

4　生活に必要な基礎的技術について学習経験を通して，近代技術に対する自信を与え，協同と責任と

安全を重んじる実践的な態度を養う。

以上の目標の各項目は，相互に密接な関連をもって，全体として技術・家庭科の目標をなすもので

ある。1は，基礎的技術について実践的活動を通して学習させ，必要な知識，技能，態度を身につけ

させるという技術・家庭科の総括的目標であり，2，3，または4のいずれかにかかわる指導におい

ても，常に1が根底にならなければならない・」（中学校学習指導要領，昭和33年，第2章第8節）

技術・家庭科教育のこの日標がどのような改訂であるかを明確に理解するために，昭和32年度

改訂の中学校学習指導要領の職業・家庭科編に示される目標をみることにする。

「第2　目標

職業・家庭科の目標は，われわれの生活に必要な知識・技能・能度を身につけ，家庭および社会の一

員として，その家庭や社会の発展のために力を合わせることの意義を自覚し，みずからの能力に応じた

分野を受け持って，その力をじゅうぶんに発揮し，職業生活・家庭生活の改善向上を図るようにさせる

ことにある。これを具体的に示せば，次のようになる。

1　基礎的な技術を習得させ，基本的な生活活動を経験させる。

2　産業ならびに職業生活・家庭生活についての社会的，経済的な知識・理解を得させる。

3　科学的，能率的に実践する態度・習慣およびくふう創造の能力を養う・

4　勤労と責任を重んじる態度を養う。

5　将来の進路を選択する能力を養う・」（中学校学習指導要飽　職業・家庭科編，昭和32年度改訂）

この両者を比較すれば直ちに理解できることがある・すなわち，後者の本文における職業教育

的な表現と具体的な項目のうち，2と5の項目を除外すれば，1と3と5の項目と前者の4項目

の総体的な内容とは実質的に同じものであるということだ。前者は後者に較べて，「設計」，「製

作」，「操作」などの内容についての具体的表示がなされ，教科領域の工的技術中心の編成に妥当

性をもたしめようとした，というよりもすでに教科値域構成を決定し，その理屈付けのために

かかる具体的表示を「目標」の文言にとり入れたというのが実情かも知れないが，ともあれかか

る具体的内容表示がなされた点と「近代技術にかかわる理解と自信」という唱い文句が，木に竹

をつないだように挿入されている点に相異性を認めうるにすぎない。そして男子向きの学年別・

領域別目標と内容をみれば，総括的にみて少年工の工場職能にかかわる準備教育としての特徴が

強い。それが「近代技術にかかわる理解と自信」をもたす教科教育だというには，あまりにも誇

張にすぎるという印象を誰しもが持つほどの内容である。そしてこれはやがて昭和44年度改訂で

は削除された。すなわち，

「第1　目標

生活に必要な技術を習得させ，それを通して生活を明るく豊かにするためのくふう創造の能力および実

践的な態度を養う。

このため，

1計画，製作，整備などに関する基礎的な技術を習得させ，その科学的な根拠を理解させるとともに，

技術を実際に活用する能力を養う。
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2　家庭や社会における技術と生活との密接な関連を理解させ，生活を技術的な面からくふう改善し，

明るく豊かにする能力と態度を養う。

3　仕事を合理的，創造的に進める能力や協同，責任および安全を重んじる態度を養う。」（中学校学習

指導要領，昭和44年4月14日付，文部省告示第199号，第2章第8節）

これについては今さら説明に多言を要しない。ただ興味あることは，総括的目標と具体的目標

の2に「生活を明るく豊かにする」という小学校課程の音楽，美術，文芸に関する教育目標を表

現する語句が使用されていることである（前掲学教法第18条第8項）・経済的特徴として非生産的で，

芸術性に重点を置く領域に関する教育の意義をこの語句で表現しているとみれば，昭和44年度の

改訂では技術・家庭科教育の目標には非生産的，したがって非職業教育的偏向が一層強化され，

同時に科学性，技術性よりも，技能性が，しかもマイホーム的技能性に比重がよりかかったこと

を示していると解釈できよう・

この傾向は昭和52年度改訂によって一層明確にされている。すなわち，

「第1　目標

生活に必要な技術を習得させ，それを通して家庭や社会における生活と技術との関係を理解させるとと

もに，工夫し創造する能力及び実践的能度を育てる・」（中学校学習指導要領，昭和52年7月23日付，文部

省告示第156号，第2章第8節）

がそれである。概念的に曖昧な用語の羅列という印象の強いこの表現は多様な解釈の可能性をは

らんでいる・したがってその意味内容は当局側の解説に依存せざるを得ない・特に概念内容の模

糊たる「生活に必要な技術」についてみれば次のような説明がある。

「けれども上記のような目標を確認する過程では，次の諸点について十分な検討がなされた。

（1）「生活に必要な技術」の見方や考え方は従前と同様であるが，その範囲や程度を定めるに際しては，
°　°　°　°　°　°

未来社会への適応よりも学習の適時性を重視すること・
°　°　°　°

すなわち，技術・家庭科の学習対象は小学校の家庭科の主たる学習対象である生活技能に比べて，その
°　°　°　°　°　°　°　°　　　　　　　t　°　°　°　°　°　°　e

範囲や視角は広くなるが，そうかといって直選に必要な琵範上座，生産些遜些事嚢腫埴土づとらえ方はせ

ず堕，をくまで非職業教育的見埠から　われわれの家庭や社会における生活活動を充実発展させる目的の

最適化に「技術」は貢献すべきものであるというとらえ方をするのであるが，その内容は将来役に立つと

いう観点よりも，生徒の人間形成上有効であり，適切であるという観点を重視して選定されるべきである

という意見が多かった。

（2），（3）略17）」（付点は原著者，下線は引用者が付加した・）

この解説については一々批判分析する必要はあるまい。まさに技術・家庭科教育，とりわけ技

術科教育に，産業技術・生産技術・職業教育などの教科教育的性格を極力排除しようとする教育

行政上の指導志向を読みとることができるのである・

技術・家庭科教育を，産業や生産や職業などの，一口でいえば職業教育的性格から蝉脱させて，

純然たる教養教育的な性格の教科として確立しようとする教育指導行政志向の軌跡は，中学校学

習指導要髄職業・家庭科編，昭和32年度改訂版（昭31年5月）と中学校技術・家庭科指導書（昭34

年11月）のそれぞれに示されている当教科の「性格」の対照とそれいどの当該学習指導要領の関

係項目を対比さすことによっても一層明確に認識することが可能であるが，これについては別稿

でとりあつかうことにしたい。
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む　　　す　　　び

昭和33年度の中学校学習指導要領の改訂によって，必修教科職業・家庭科は技術・家庭科に改

編された。そして教育職員免許法の一部改正もおこなわれ，技術科（いうまでもなく技術・家庭科

男子向きの領域であるが，）の担当資格として，中学校教諭免許状教科として「技術」が設置され

た。昭和36年のことである。そして従来，職業科を担当していた教員は，同法附則（昭和36年6月

8日付，法律第122号）によって，「・・・中学校教員免許状に係る教科の改正等に関する規定施行

の日までにおいて文部省令で定める技術の教科に関する講習を修了したものには，新法第5条第

1項本文の規定にかかわらず，同法の規定する技術の教科についての中学校教諭2級普通免許状

を授与することができる。」（同附則第6項）ことになった。これによって，職業科の1級普通免許

状の所有者も技術科の2級普通免許状に切替えられるという（非情）措置がとられた。そして学

校教育法が改正されたわけでもなく，単なる大臣告示による学習指導要領の改正という行政措置

によって，同法附則別表第3，備考6（1級普通免許状を受けようとする者について，在職15年を超え

る者は大学での45単位修得を必要とせず，かつ必要在職年数5年も本人在職年数（5年を超えるときは5年）

を通算できるという上級免許取得の期間短縮の措置規定・）の適用も，職業科と技術科の不連続性のゆ

えに除外されることになった。

このように，技術科が職業科と異質の教科であると教育行政上の見解が強固に主張されるのは

なぜであろうか。すでに指摘したように，科学技術教育と職業教育（旧来からの就職準備教育的な

ものであれ，戦後の一般教育としての職業教育的なものであれ，）とは二者択一的なものではないし，相

互否定的な関係にあるとは考えられない・まして，技術教育と職業教育とは相乗的な教育関係に

あって，産業社会の現代化の進行にともなって，また国民経済を構成する産業構造の高度化に随伴

して，人間労働の質的発展が要求されるから，技術教育といい職業教育といい，いずれもその科

学技術教育性をより濃厚に具備する必要があるし，科学技術教育といわれるものも畢克するとこ

ろ職業教育として初めて人間労働の，さらに限定的にいえば具体的有用労働の，生産性効果を実

現せしめるのである。科学技術教育と技術教育および産業教育ないし職業教育との相関性は，そ

れぞれの教育に関する本質的理解と本性的認識を確立する過程でおのずから認知されるものであ

る。これについても別稿で論じたいが，常識的な認知としていえることは，それらはいずれも現

代人としての人間形成に必要な素養教育の一つであり，産業社会人としての資質形成に結集され

る教育体系を構成する教育領域であるということだ。

しかるに教育行政側面で科学技術教育を中学校教育に具現する技術科学教育を職業科教育の否

定の上に定置しようとするのはなぜか。本論でながめた学校教育法等の関係法規の解釈，関係委

員会答申，学習指導要債の内容を総合的に検討するとき，行政値域に近づくにしたがい関係立法

趣旨の歪曲があらわになっていることが理解できる。この事態をわたしは次のように推論してみ

た。

第2大戦後のわが国の経済では，昭和25年6月にはじまった朝鮮動乱のいわゆる特需を契機と

して拡大再生産の循環が開始された。そして景気の消長を重ね，昭和31年7月には「もはや戦後で

はない」と経済白書は経済復興の実績を評価すると同時に，神武景気（昭和30年上期～昭和32年上期）

がこれを裏書きした。そして「インノベーション」を「技術革新」と翻訳して，政府の公式又薔
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に初めて使ったのもこの経済白書であった。経済復興が海外からの新技術の導入によるところ大

きく，さらに経済規模の拡大が国際経済への参加を要求するが，それはまた為替・貿易の管理体

制にあるわが国の産業経済が「自由化」へ踏み切らざるを得なくなることを意味していた18）・

このような経済情勢のもとで，昭和31年には“技術革新ブームク，つづいて“中央研究所ブー

ム〝がおこり，さらに昭和32年10月にはソ連人工衛星の打上げによって，科学技術の振興への関

心は官民あげて一種のヒステリー状態をうみだした。外国技術の導入と定着，独自の技術開発の

必要性，研究開発投資の増大を通じて工業的発展を急速に実現して，国際競争力を強化しようと

する産業界は，昭和31年からにわかに科学技術教育の振興に関する提言を積極的におこない始め

た。産業合理化審議会（通産省）の答申「産学協同教育制度について」，科学技術審議会科学技術

教育部会（科学技術庁）による「大学における科学技術教育の検討」開始，日本経営者団体連盟に

よる「新時代の要請に対応する技術教育に関する意見」の国会への提出（11月9日），中央教育審

議会（文部省）の「短期大学制度の改善」に関する答申（12月10日）などが表明された。そして翌

32年には中央教育審議会に対する文部大臣諮問「科学技術教育の振興方策について」が提起（4

月27日），ついで小中学校教育課程の道徳教育の強化，基礎学力，科学技術教育の向上などを示唆

した改善に関する大臣諮問が教育課程審議会に提示（9月14日）された・そしてそれぞれの答申が

同年11月11日と昭和33年3月15日に提出されたのである。また，日本経営者団体連盟技術教育委

員会は政府に対して「科学技術教育振興に関する意見」を提出した（昭和32年12月25日）19）・

かかる事態のなかで昭和33年10月1日，中学校学習指導要領の改訂が告示され，技術科の開設

が明示された。教育課程審議会答申が提出されてわずかに7か月後のことである・したがって，

技術科教育を職業教育の枠内にあることを確認すれば，それは少年工員養成のための教科教育で

あるとの社会的批判の直撃をうけることは火を見るよりあきらかである・情況の進展によっては

技術科開設が不可能となる場合も予測されるであろう。ここに当局としての苦肉の策は，対外的

に技術科教育の非職業教育性を強調することであった・そしてむしろ逆に恐らく内部的にはそれ

を職業教育に関する教科として認定していたに違いない・このように推測することによって，教

育行政上の技術科教育の取扱いと学習指導要髄を中心とする同教科の教育指導行政上の取扱いと

の間にみられる背離現象もある程度理解できるのである・

教育行政のあり方は，いうまでもなく関係法規に忠実であるべきである・昭和33年当時，「時

代の要請」という名目によって，「一方的に順応することのみが，教育の任務であるかどうかに

ついて，当然疑問や批判が提出されてもよかった・しかし，そういう根本にふれた，教育の主体

性を堅持しようとする批判ないし抵抗は，大学その他の教育機関においてなかったわけではない

が，大きな力をもつにはいたらなかった（とくに理工系で）。」20）という反省は20年を経た現在も

そのまま生きている・

技術科教育の本性，それは中学校課程が担当している普通教育としての職業教育であり，学校教

育法第36条第2項の目標を実現する教科として認識しなければならない。国民的一般教育として

の技術教育は現代の教養教育としての職業教育であり，それは昭和28年3月25日の中央産業教育

審議会の建議「中学校職業・家庭科について」を起点とする理念の上に展開されるべきである・も

っともこの建議が完壁だといっているのではない。文部省によって陽の目をみずにおわったそれ

は，しかし国民的一般教育としての職業教育に一見識を提示したものであり，われわれはその成果
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を無視できない・技術科教育の正しいあり方を求めるには，まずその教科教育の本性を確認するこ

とからはじめねばならないのである・法律規定から離脱した教育指導行政は正されねばならない・

なお，技術科教育の本性的認識は，教科史の側面からも考察すべきである。これについては別

稿でおこないたい。また，その本質的理解と学習指導展開例についてはすでに一部分を発表し

た21）が，これについてもさらに考察を継続しつつある・

（注）

1）この研究集会は，昭和52年7月13～15日におこなわれ，筆者は「技術科教育の本性的認識と教員養成」

と題して，技術科教育担当教員の養成については，技術科教育に関する本質的理解と本性的認識とが必要

であり，専門授業科目の構成と教育・研究の指導はまずこの必要性を充足することを基本方針とすべきで

あると提言した。

教員養成大学・学部研究集会技術科教育の部会は，昭和50年度から3カ年，会場を山形，広島，宇都宮

の各大学として催行され，その研究成果として，「技術科教育の研究」と題した一本にまとめられて，昭和

53年3月に刊行された・これについての問題性の指摘は改めて機会をもつつもりであるが，総体的な批判と

しては，既成的技術科教育への順応的な研究にとどまらず，大学集団の研究にふさわしい根本命題の検討

や抜本的改革に関する研究を大胆にとりあげるべきであったといいたい。

2）本稿に引用し，参照した法規関係資料は主として有倉遼吉編，解説教育六法，昭和46年度版，昭和52年

度版による。以下の引用についてはこれに関するものは注記を省略する・

3）同上書，解説，pp．65，68，参照。

4）学校教育法施行規則，第24～6系。

5）教育課程審議会答申「小学校・中学校教育課程の改善について」（昭和33年3月15日）の「3・中学校教育

課程の改訂方針」（1），研技術科①に明示されている。

昭和32年当時は，この答申の情報を事前にキャッチした美術教育団体（日本美術教育連合加盟の30団体，

全国図画工作教育連盟傘下の70団体の総合）は図画工作教育振興全国決起大会を12月14日に開催し，中学

のコース別教育反対，図画工作科必修の確保と時間の増加などのスローガンを採択した・原　正敏・内田

軋　編，技術教育の歴史と展望（講座　現代技術と教育　8），昭和50年，pp．210′｝1．

6）選択教科職業に関する教科の設置履修状況を昭和39年度～48年度についてみれば次表のようである。国

民所得水準の上昇との相関性をみれば，興味ある分析が期待できるが，論旨から外れるので本稿ではとり

あげない。ただ，昭和49年来の不況期に，高校普通課程や大学の非職業的学部出身者が，職業能力の育成

を目的とする専修学校や各種学校へ再入学する傾向があらわれはじめたことは注目しなければならない。

すでにアメリカではかなり大きな社会的関心を集めている青少年の職業教育志向は，近い将来に日本でも

顕在化すると予測できる。正規の学校教育における職業教育は，その健全な発達と拡充のために再検討さ

れるべき時期にあるといえよう・

大学のなかでも教員養成を目的とすると烙印を捺されている教育大学・学部で，すなわちそれは教育的

職業につくための準備教育としての性格を濃厚に保持しているのに，職業教育に対して殆んど無関心であ

って，研究らしい研究が少いことはどうしたことであろうか。

7）これについての概括的な説明は，文部省，産業教育九十年史，昭和49年，pp．21′｝2，を参照されたい。

8）同上書，PP．209～17・

9）原・内田　編，前掲書，pp．184′－5．

10）日本科学史学会　編，日本科学技術史大系・第10巻・教育3，1966年，PP・404～5，参照○
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職業に関する教科の履修状況

年　 度 39 40 4 1 42 43 44 45 4 6 47 48

総　 数 11，068 10，838 10，702 11，003 10，394 10，610 10，380 10，839 10，685 10，836

教

科

別

設

置

学

校

数

［言
9，892 6，501

i 4，396
2，968
1 1，967

1，222 698 389 153 50
（89．4） （59．7） （41．1） （27．0） （18．9） （11．5）

l

（6．7） （3．6） （1．5） （0．5）

農業
1．，738 1，109 776 50 1 302 206 119 52 19 12
（15．7） （10．2） （7．3） （4．6） （2．9） （2．0） （1．1） （0．5） （0．2） （0．1）

工業
2，357 1，521

l
l，024 660 458 258

≧　 137
82 5 1 10

（21．3） （14．0） （9．6）I （6・0） （4．4） （2．4） （1．3） （0．8） （0．5） （0．1）

商業 2 153 1，451 984 7 11 475 309 162 104 30 10
（19．5） （13．3） （9．2） （6．5） （4．6） （2．9） （1．6） （1．0）［ （0・3） （0．1）

水産 127 9 0 78 60 44 39 42 27
lj　 12li　　　　 7

（1．1） （0．8）I （0・7） （0．5） （0．4） （0．4） （0．4）l （0・2） （0．1）i （0・1）

家庭 3　489
［ 1 03 3

685
［　 410

238 124
l

（3工5） （2工3） （1左．3） （ら．4） （6．6）［ （3・9）］ （2・3）－ （1．1） （0．4） （0．1）

薬業
28 8 6 3 3 0 0 0 0 0

（0．3） （0．1） （0．0） （0．0） （0．0） l

（注）1）文部省職業教育課の調査による・
2）「教科別設置学校数」の計は延べ数である。
3）（）内の数字は「学校総数」に対する百分率を示す。
文部省，産業教育九十年史，昭和49年，p．495．

11）同上書，p・405．なお，産振法の改正条文と改正前の条文との対照表示は，同上書，PP．405～7，を参照

されたい。なお第15条の正式の政令基準はない（原・内田，前掲書，pP．233～4，参照）。
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Summary

This treatise is one of my fundamental analysis on the subject-education of 'Industrial

Arts' in Japanese junior high school's curriculum.

The foundation of analysis on the subject-education is built by construction of cognition on

the original nature of the subject and of comprehension on the educational essence of it. Cogni-

tion on the original nature of the subject is understanding evidently the genius that the subject

takes charge of domain in the curriculum and comes out feature on the method of learning

guidance. And comprehension on the essence of subject means bringing light on the essential

existence which forms the nucleus of its contents. Latter also means understanding what is

technique, so we must study 'pure theory of technique', as I already disputed in other treatise.

Now, cognition on the original nature of subject must not depend upon some abstract or

ideal visions themselves, but the real beings. As the subject of 'Industrial Arts' is set by legal

foundation of education, we must analyze the nature of it, agreeing with rule of reasons in

corelating acts. This treatise is a study for this purpose, and I will show briefly my conclusion

innext.

The subject of 'Industrial Arts' must has any character as vocational education which

modern general education is desired in social situation. This mean of 'any character as voca-

tional education' does not means 'classical vocational education for employment' or 'direct

preparatory education for employment' (that means a narrow sense of vocational education),

bu t education on rearing of basic practical abilities, scientific knowledges and attitude to vocation

and industries as natures for member of the modern society.


